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インドルピー建円貨決済社債インドルピー建円貨決済社債
2019年10月29日満期（約5年債）

（グリーンボンド）（グリーンボンド）

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク

2014年
10月1日（水）～10月27日（月）

売出期間

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク発 行 者

6.00％（インドルピーベース課税前）利 率
額面金額の100.00％売 出 価 格
額面100,000インドルピー以上、100,000インドルピー単位お申し込み単位
2014年10月1日～2014年10月27日売 出 期 間
2014年10月28日発 行 日
2014年10月29日受 渡 日
2019年10月29日償 還 日
毎年4月29日および10月29日（年2回）利 払 日

売出要項

A2(Moody,s)/A(S&P)/A(Fitch)発行体格付
金融商品取引法第66条の27の規定に基づく信用格付業者として
の登録を受けていない格付業者が付与した格付（無登録格付）。

為替変動リスク

価格変動リスク

発行者の信用リスク

流 動 性 リ ス ク

カントリーリスク

：

：

：

：
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為替相場の変動により、利金、償還時および中途売却時の円貨でのお受取り金額は増減し、損失を被る
ことがあります。
中途売却の場合には、売却時の債券市況や金利水準により、債券の売却価格が変動し、投資元本を下回
ることもあります。
発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、元本や利息の支払能力
（信用度）が変化し、損失を被ることがあります。
市場環境の変化により流動性が低くなることも考えられます。極端な場合には、店頭取引において、買い
取りが行われなくなる可能性があります。
発行通貨国の政治・経済・社会情勢の混乱等により債券の売買が制限されることなどから、損失を被るこ
とがあります。

「外国証券取引口座」の開設が必要となります。
個人のお客さまの場合、2013年１月１日から2037年12月31日までは、利金は一律20.315％（国税15.315％、地方税５％）の源
泉分離課税の対象となります。2016年1月1日以後は20.315%（国税15.315%、地方税5%）の申告分離課税の対象となります。
お客さまの買付適用為替レート（ご購入時）は注文処理日午後5時頃のインターバンクレートを参考に当社が決定した為替レート
によるものとします。
元利金に適用される為替レートは、利払日または償還期限の5営業日前の円/インドルピー為替レート（インド準備銀行公表）となり
為替手数料はかかりません（詳しくは目論見書をご覧ください）。ただし、中途売却にあたり、円貨と外貨の交換は、外国為替市場の
動向をふまえて当社が決定した為替レートによるものとします。
売却益は非課税、償還差益は雑所得として総合課税の対象となります。2016年1月1日以後は申告分離課税の対象となります。
お申し込みの際は、必ず目論見書・契約締結前交付書面をご覧ください。

●

●

●

●

●

●

利率/年

外貨建債券のお取引にあたっての主なリスクについて

（注）利率はインドルピーベースです。
（為替・税金の考慮をしておりません。）

6.00%
インドルピー建の表面利率（課税前）



インドは独立以来、輸入代替工業化政策を進めてきました
が、1991年の外貨危機を契機として経済自由化路線に転
換し、規制緩和、外資積極活用等を柱とした経済改革政策
を断行しました。その結果、経済危機を克服したのみならず、
高い実質成長を達成しました。2005年度－2007年度には
3年連続で9%台の成長率を達成し、2008年度は世界的な
景気後退の中でも6.7%の成長率を維持、2010－2011年
度は8.4%まで回復しました。
欧州債務危機及び高インフレに対応するための利上げ等
の要因により、経済は減速傾向にあり、2012年度は4.5%、
2013年度は4.7%の成長率となりましたが、2014年5月に
発足したナレンドラ・モディ政権は、経済重視の姿勢を見せ
ており、今後の政策及び政権運営が注目されています。

面積
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名目GDP
実質GDP成長率
主な輸出品目

インド共和国のデータおよび概要について

インドルピー円為替レートの推移

グリーンボンドとは

328万7,469平方キロメートル 
（パキスタン・中国との係争地を含む）

12億1,057万人（2011年国勢調査）
ニューデリー
連邦公用語はヒンディー語、他に
憲法で公認されている州の言語が21
ヒンドゥー教徒80.5%、
イスラム教徒13.4%、
キリスト教徒2.3%等
1兆8,417億ドル（2012年）
4.7%（2013年）
石油製品、宝石類、機械機器、化学関連
製品、繊維（2012年）
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出所：ブルームバーグ、2009年9月18日から2014年9月19日2.5

2.0

1.5

1.0

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクについて

円安
インドルピー高

円高
インドルピー安

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク（以下、CACIB）は、フランス・パリに本店を構え、資産および自己
資本（Tier1）ベースで世界大手の金融グループである、クレディ・アグリコル・グループ（以下、CAグループ）の100％子会社です。
CAグループは、1885年（明治18年）に設立されたフランスの農業系統金融機関であり、フランス国内および国際リテール
銀行業務、法人・投資銀行業務、保険業務、資産運用業務などの様々な金融サービスをグローバルに展開。従業員数は15万
人におよび、資産規模でも世界最大の協同組織金融機関グループです。特にリテール業務に強みを持ち、フランス国内の普
通預金シェア23.2%、国内ローンシェア20.9％（以上2013年9月時点）と、国内最大手のリテール銀行としての地位を維持
しています。
CACIBは、CAグループの法人営業・投資銀行部門として、本店パリ、ロンドン、ニューヨーク、東京、香港を中心に世界各国で
グローバルに業務展開しています。融資業務、キャピタル・マーケットおよび投資銀行業務等を主とした幅広い商品とサービ
スを世界各国で提供しながら、CAグループの資金調達主体としての役割も担っています。

環境、社会およびガバナンス（以下、「ESG」）面において優れたパフォーマンスを示す企業・プロジェクトであり、かつ
再生エネルギー、エコ効率技術、水資源・廃棄物の設備やその管理等のグリーン・セクター分野に属する企業・プロジェクト

（ⅰ）
（ⅱ）

グリーンボンドとはCACIBが発行する債券であり、CACIBを通じて、より環境にやさしい経済・社会の発展に取組む企業・プロ
ジェクトをサポートすることが出来ます。
CACIBは、グリーンボンド発行による調達資金と同額以上をグリーン・ポートフォリオに充当するべく最大限の努力をします。
グリーン・ポートフォリオは、以下の点を満たす企業・プロジェクトへのローンにより構成されます。

グリーン・ポートフォリオに充当される金額がグリーンボンド発行による調達資金の金額を下回る場合、その下回る金額分につい
ては、一般事業目的に使用されます。

グリーンボンド
への投資

元利金払い

CACIBの全てのローン・ポートフォリオ

ESG面で高パフォーマンスのローン・ポートフォリオ

CACIB

グリーン・セクター分野に属するローン・ポートフォリオ
（グリーン・ポートフォリオ）

投資家

出所：外務省



無登録格付に関する説明書
水戸証券株式会社

格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業者の登録制が導入されております。
これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、金融商品取引法により、無登録格付
である旨及び登録の意義等を顧客に告げなければならないこととされております。
 ■登録の意義について

登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務管理体制の整備義務、③格付対象の証券
を保有している場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受けるとともに、
報告徴求・立入検査、業務改善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者は、これらの規制・監督を受けておりません。

ムーディーズ（Moody's） スタンダード＆プアーズ（S&P） フィッチ（Fitch）

 ■格付会社グループの呼称等について
格付会社グループの呼称：ムーディーズ・インベ
スターズ・サービス・インク
グループ内の信用格付業者の名称及び登録番
号：ムーディーズ・ジャパン株式会社
（金融庁長官（格付）第２号）

格付会社グループの呼称：スタンダード＆プアー
ズ・レーティングズ・サービシズ
グループ内の信用格付業者の名称及び登録番
号：スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパ
ン株式会社
（金融庁長官（格付）第５号）

格付会社グループの呼称：フィッチ・レーティング
ス（以下「フィッチ」と称します。）
グループ内の信用格付業者の名称及び登録番
号：フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社
（金融庁長官（格付）第７号）

 ■信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について
ムーディーズ・ジャパン株式会社のホームページ
（ムーディーズ日本語ホームページ
（http://www.moodys.co.jp）の「信用格付事
業」をクリックした後に表示されるページ）にある
「無登録業者の格付の利用」欄の「無登録格付説
明関連」に掲載されております。

スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン
株式会社のホームページ
（http://www.standardandpoors.co.jp）の
「ライブラリ・規制関連」の「無登録格付け情報」
（http://www.standardandpoors.co.jp/
unregistered）に掲載されております。

フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社の
ホームページ
（http://www.fitchratings.co.jp）の「規制関
連」セクションにある「格付方針等の概要」に掲載
されております。

 ■信用格付の前提、意義及び限界について
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク
（以下、「ムーディーズ」という。）の信用格付は、
事業体、与信契約、債務又は債務類似証券の将
来の相対的信用リスクについての、現時点の意
見です。ムーディーズは、信用リスクを、事業体
が契約上・財務上の義務を期日に履行できない
リスク及びデフォルト事由が発生した場合に見
込まれるあらゆる種類の財産的損失と定義して
います。
信用格付は、流動性リスク、市場リスク、価格変
動性及びその他のリスクについて言及するもの
ではありません。また、信用格付は、投資又は財
務に関する助言を構成するものではなく、特定
の証券の購入、売却、又は保有を推奨するもの
ではありません。ムーディーズは、いかなる形式
又は方法によっても、これらの格付若しくはその
他の意見又は情報の正確性、適時性、完全性、商
品性及び特定の目的への適合性について、明示
的、黙示的を問わず、いかなる保証も行っていま
せん。
ムーディーズは、信用格付に関する信用評価を、
発行体から取得した情報、公表情報を基礎とし
て行っております。ムーディーズは、これらの情
報が十分な品質を有し、またその情報源がムー
ディーズにとって信頼できると考えられるもので
あることを確保するため、全ての必要な措置を
講じています。しかし、ムーディーズは監査を行
う者ではなく、格付の過程で受領した情報の正
確性及び有効性について常に独自の検証を行う
ことはできません。

スタンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービ
シズ（以下「レーティングズ・サービシズ」）の信用
格付は、発行体または特定の債務の将来の信用
力に関する現時点における意見であり、発行体
または特定の債務が債務不履行に陥る確率を
示した指標ではなく、信用力を保証するもので
もありません。また、信用格付は、証券の購入、
売却または保有を推奨するものでなく、債務の
市場流動性や流通市場での価格を示すもので
もありません。
信用格付は、業績や外部環境の変化、裏付け資
産のパフォーマンスやカウンターパーティの信
用力変化など、さまざまな要因により変動する
可能性があります。
レーティングズ・サービシズは、信頼しうると判断
した情報源から提供された情報を利用して格付
分析を行っており、格付意見に達することができ
るだけの十分な品質および量の情報が備わって
いると考えられる場合にのみ信用格付を付与し
ます。しかしながら、レーティングズ・サービシズ
は、発行体やその他の第三者から提供された情
報について、監査、デューデリジェンスまたは独
自の検証を行っておらず、また、格付付与に利用
した情報や、かかる情報の利用により得られた結
果の正確性、完全性、適時性を保証するもので
はありません。さらに、信用格付によっては、利用
可能なヒストリカルデータが限定的であること
に起因する潜在的なリスクが存在する場合もあ
ることに留意する必要があります。

フィッチの格付は、所定の格付基準・手法に基づく
意見です。格付はそれ自体が事実を表すもので
はなく、正確又は不正確であると表現し得ません。
信用格付は、信用リスク以外のリスクを直接の対
象とはせず、格付対象証券の市場価格の妥当性
又は市場流動性について意見を述べるものでは
ありません。格付はリスクの相対的評価であるた
め、同一カテゴリーの格付が付与されたとしても、
リスクの微妙な差異は必ずしも十分に反映され
ない場合もあります。信用格付はデフォルトする
蓋然性の相対的序列に関する意見であり、特定
のデフォルト確率を予測する指標ではありません。
フィッチは、格付の付与・維持において、発行体
等信頼に足ると判断する情報源から入手する事
実情報に依拠しており、所定の格付方法に則り、
かかる情報に関する調査及び当該証券について
又は当該法域において利用できる場合は独立し
た情報源による検証を、合理的な範囲で行いま
すが、格付に関して依拠する全情報又はその使
用結果に対する正確性、完全性、適時性が保証
されるものではありません。ある情報が虚偽又
は不当表示を含むことが判明した場合、当該情
報に関連した格付は適切でない場合があります。
また、格付は、現時点の事実の検証にもかかわら
ず、格付付与又は据置時に予想されない将来の
事象や状況に影響されることがあります。
信用格付の前提、意義及び限界の詳細にわたる
説明については、フィッチの日本語ウェブサイト
上の「格付及びその他の形態の意見に関する定
義」をご参照ください。

この情報は、当社が信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が保証するものではありません。
詳しくは上記各格付会社のホームページをご覧ください。

以上
水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号　加入協会／日本証券業協会　一般社団法人日本投資顧問業協会



お申し込みの際は、必ず金融商品取引法第37条の3の規定によりお渡しする「契約締結前交付
書面」および「目論見書」に基づき、説明を受けた上でお申し込みください。「目論見書」のご請求
は、当社の本・支店までお願いいたします。
本社債の買付は円貨でのご入金となります。また、利金・償還金とも円貨でのお支払いとなります。
中途売却の国内受渡日は通常、約定日から起算して4営業日目（約定日を含む）以降となります。
本社債は売出しとなりますので、売出期間中の価格は額面金額の100.00%で一定となります。
国内での利金、償還金のお支払いは各利払日、償還日の翌営業日以降となります。
売出額に限りがありますので、売切れの際はご容赦ください。
当該商品がお客さまの投資方針に必ずしも適さない場合には、そのお取引をお受けできない
場合がございますのであらかじめご了承ください。
外貨建て債券のお取引は、クーリング・オフの対象にはなりません。
お申し込み代金に関しましては受渡日（2014年10月29日）までにご入金いただきますようお願
いいたします。
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20.315％（国税15.315％、地方税５％）の源泉分離課税の対象となります。2016
年1月1日以後は20.315%（国税15.315%、地方税5%）の申告分離課税の対象と
なります。
中途売却の際の経過利子は、非課税扱いとなります。2016年1月1日以後は譲渡所
得として申告分離課税の対象となります。
雑所得として総合課税の対象となります。2016年1月1日以後は申告分離課税の対
象となります。
売却益は非課税扱いとなります。2016年1月1日以後は申告分離課税の対象となり
ます。

利 金

経過利子

償還差益

売 却 益

●

●

●

●

なお、2016年１月１日以後に申告分離課税の対象となる本社債の利息、譲渡損益および償還差
損益は、一定の条件で、他の債券や上場株式等の譲渡所得等と損益通算を行うことができます。
上記課税に関する記述において、今後税制が改正された場合、変更になることがあります。

※

※

本社債を募集・売出し等により、または当社との相対取引によりご購入する場合は、購入対価のみ
をお支払いいただきます。
本社債の売買にあたり、円貨と外貨の交換は、外国為替市場の動向をふまえて当社が決定した為
替レートによるものとし、元利金は円貨で決済されます。
本社債の利息および償還金は、支払時の相場に基づき、一定の算式により換算された円貨で支払
われます。

●

●

●

本資料において使用される格付けについて、以下に掲げる当該信用格付付与者は金融商品取引
法第66条の27の登録を受けておりません。無登録格付に関する留意点につきましては、「無登録
格付に関する説明書」をご覧下さい。
◎ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク
◎スタンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）
◎フィッチ・レーティングス（Fitch）

●

お客さまが当社にてご購入された債券は当社指定の海外保管機関において保管されます。●

売買等に関する留意事項

税制に関する留意事項

手数料など諸費用について

無登録格付について

その他


